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　従来、経営学の範疇ではその研究対象が企業あるいは経営体の内部現象のみに関心をもってきた
し、また経済学は企業の外からの観察によって企業分析を行ってきた傾向がある。現実には、企業
は市場という経済的環境の中で企業特有の内部構造もしくは組織構造を備え、他企業との相互関連
においてそれぞれ異った活動に従事してきた。近年、H．A．サイモソにより、利潤極大化という合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）理性公準の上に組み立てられた伝統的企業理論が批判され、より現実的要因をふまえた発展的企業
モデルが研究されてきている。
　本稿は、企業理論における組織成長をめぐる諸問題を検討し、経済学的接近と経営学的接近（特
に組織論からの接近）との接点を念頭におき、最近企業理論を考察するに際し中心的問題となって
きている「組織」に着目する。それは健全な組織は企業成長にとり重要であることが十分に認識さ
れるからである。近年になり歴史的諸条件等の変化により組織現象の理論形成を軽んずることが不
可能になってきたように考えられる。それは、組織の規模が増々巨大化してきたこと、また個人が
すべてこの組織に関係づけられていることにある。個人の行動を左右する条件としてこの組織から
の規制があるとすれば、個人の行動を解明する上でも、組織の理論の形成は重要である。
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　以下、第一節では企業成長の概念を、マーシャル（A．Marshal1）、ペソローズ（E．　T．　Penrose）、
マリス（R．Marris）などの所論を中心に検討する。第二節においては企業成長と組織成長の概念
上の関係、および組織発展どいう意味の概念規定について論ずる。第三節では微視的に規定されて
いる組織概念をパーナードに求め、そこで考究されている組織成長を考える。第四節では第二節で
とらえた企業組織の成長とパーナードの組織成長との関係を吟味し、そこに発生する問題を検討す
る。検討するに際し、微視的アプローチと巨視的アプローチとの接点を求めることを念頭におきつ
つ、今後の研究の一布石としたい。
　1．企業成長の概念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）　伝統的な企業理論を考えると、そこには5つの基本的な仮定がある。
　（1）利潤極大化
　（2）完全な合理性
　（3）完全な知識
　（4）企業と企業家の同一性
　（5）競争
　この仮定で示されるように、企業は抽象的概念で示される。この概念はマックグァイア（J．W．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）McGuire）、のいう全一体的概念に相当する。しかしこれはペソローズが考えているような技術革新・
を行ない多品種生産を行なっている血も肉もある人間的組織体としてのものではない。さらに、以
下のようなペソローズの伝統的企業理論批判により　そこには成長の考え方は軽視されていること
を知る。すなわちペソローズは「伝統的な経済分析はある特定の規模をもつことの有利・不利の諸
点を検討し、異なった規模の間の正味の有利性の見地から規模の変化を説明している。成長とはた
んに与えられた条件にふさわしい規模に適応することになっていて、ある一つの方向への累積的拡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）大に至る内部的な発展過程の考え方は見当らない。」と述べている。このように伝統的企業理論にお
いて組織の成長という考え方が欠如しているのは、力学的なアプローチを行ない、生きた組織を取
扱っていないからであろう。これに対し、マーシャルは経済社会の有機的成長過程における進歩と
福祉の関係を分析するため、経済社会および企業を生物有機体のように考え、その成長と衰退の有
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）機的過程を生物学的類推によって考察した。マーシャルが解明し、分析しようとした現実は有名な
森の比喩で明らかなように、いかなる産業も多数の企業によって構成される。ある企業は成長し、
ある企業は衰退し死滅し、新しい企業がそれにとって代わるという生物学的な有機的成長であった。
これは3つの仮定によって構成されている。一つは企業のライフ・サイクルの仮定であり、これは
企業者の能力と精力には時間的な限界点があり、一定の規模以上に企業は成長しないということで
ある。二つには、不完全市場についての仮説であり、企業はその規模を拡大することによって、生
産費の面では大規模の利益を受けるが、販売面においてはその拡大に限度がある。三つには、企業
者供給の仮定であって、ある新しい企業が新しい生産の経済を急速に獲得することを可能にしてい
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る産業条件そのものが、一層新しい方法を採用したより若い企業の出現を許し、これにとって代わ
られる傾向を生み出すということである。そしてマーシャルは以上の仮定の上に立って、企業参入
→成長一衰退一死滅の過程を明らかにする。
　マーシャルは第一の仮定で、企業者能力に限り、その限界点を指摘しているが、企業者の能力も
実際には企業という組織の中で育成される。企業者が他の組織構成員の能力や組織の効率と関係が
あるなら、一般的には、企業者能力に限らずもっと広く経営資源の能力を企業成長の過程にそくし
て検討すぺきであろう。ペソローズは企業が「本質的には一つの管理機構に組織されている資源の
かたま鍔であると規定し、。の経営資源力・成長の轍を轍するとともに成長率を制約すると考
え、企業成長論を展開した。さらに彼は次のように成長概念を規定した。すなわち、「成長という
語は通常2つの異った意味で使われている。たとえば、生産、輸出、販売の成長というときはたん
に量の増加という意味である。しかし、他の場合は発展の過程を経た結果としての規模の増大とか
質の向上を含んだ本来の意味に用いられる。発展の過程とは、天然の生物が成長する過程のような
ものであって、内部的変化の相互作用が成長体の規模を増大させるに伴って、性質をも変化させる
。とであ老？」と．。のように齢づけを行。たペソP・一一ズは、企瓢長の生物学的雛愁寿命の
類同性、自然淘汰の類同性、恒常性維持の類同性に求め、その中でも企業行動理論にとっては恒常
性維持の理論が最も重要性をもつことを強調している。企業が組織され、ゴーイソグ・コソサーソ
として確立されると、企業の存続が企業の活動にとり本質的なも②となる。ボールディソグ（K．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8　E．Boulding）も存続への行動を恒常性維持というタームで表わしている。この恒常性維持論によ
って、組織の存続成長の目的は説明できるが、これらを具体的に理論展開したのがバーナードであ
った。
　ペソローズの企業成長理論は宇沢弘文氏により定式化されているが、それによると企業能力は物
的資産の合計ではなく、それを有機的にまとめるための管理能力、蓄積された技術やノウ・ハゥ、
無形の情報、good－willなど様々な経営資源により規定される。これをKで表わすと・企業の成長
はこのKの増加率K／Kで表わされる。Kの増大には投資1が必要である。宇沢氏の定式化による
と、下図のようになる。（第一図）
　ペソローズは企業成長モデルにおいて個人の企業行動に深い関心を示したが、分析が多分に記述
的であるのに対し、近代的な経営者という概念を明確にし、その行動様式を理論的に精密化しよう
としたのが、マリスであ慕そ。にお・・てマリスは経営者の動機を3つ（心理的動機・社会的動機
・経済的動機）にわけ、そこに共通する企業規模拡大の指向を導きだした。経営者の地位がつねに
完全に保証されているわけではないので、経営老は企業の成長と地位の安定という要素から構成さ
れる効用関数Uをもつことになる。それゆえ、マリスにおいては企業成長は企業規模の拡大に依存
することになる。この企業規模は総資産で表わされ、総資産成長率Cを企業成長の指標とする。地
位の安定の指標には資本（株式）の市場価格Vと資産Cとの比率vニv／cを代理変数とした。し
たがって先にのべた経営者の効用関数はU＝U（C，　v）で表わされる。マリスは企業の成長が上述
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の二つの目的の適切な選択に依存すると考えている。しかし、この企業成長が継続し、安定的であ
‘るには資産の成長を伴う需要の成長が必要である。そこでマリスは成長の戦略的概念として多様化
概念を、ペソローズから援用し、多様化率を用いて分析している。多様化率など需要促進のための
行動を加味し、需要要因を制約条件として導入しているマリスの企業成長モデルの意義は大きいと
思われる。これは先のマーシャルの仮定（2）を説明しうる理論設定であろう。
2．企業成長と組織成長
　企業成長についての理論的研究は種々おこなわれている。アプローチの方法には、
1）企業構造および企業行動の実態調査的アプロ　・一チから発して、経済体制論的研究への理論系列
2）企業成長についてのミクロ経済学的アブPt・一チによる研究
　④　企業の行動原理あるいは企業目標に関するものであり、利潤極大原理への批判とそれに代わ
　　る新しい行動仮説の提案
　⑤市場の競争形態についての検討
　◎　企業理論の動学化、すなわち、企業成長理論への着手
3）　マクロ経済学、特に経済成長論および景気変動論においての企業の投資行動などの検討
，などがある。前節の説明によってもわかるように、本稿では主に2）のアプローチの立場に立ち、
論述していく。
，企業の成長はその費用．・財務・市場・金融等の経済的要因以外に、経営者の能力、消費者の嗜好、
組織構成員の行動など様々な要因に支配される。企業成長についての一般的アプローチとして、M．
．ヵレッキー（M．Kalecki）の指摘のように、．企業成長の過程は一部分経済的法則に支配され、一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）部分はラソダムな要因に影響されるという混合的なものであろう。前者は市場問題価格問題など経
済的要因による対外性の強いものであり、後者は組織とそれに伴う人間の諸活動を分析する非経済
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的要因による対内性の強いものである。企業成長にはこの両者が均衡拡大していくことが必要条件
であり、しかも十分条件でもある。対外的均衡は利潤極大化原理の追求という、いうなれば量的な
条件に制約され、対内的均衡は内部構造の発展という質的条件に制約をうけるが、この両者の拡大
均衡を目ざすところに企業成長は存在する。この企業の成長は企業目的の一つとなる。企業がその
成長を企業目的とする理由は何か、森昭夫氏によると、それは「その誘因が何であれ、そしてそれ
に対する障害がいかに大であれ、資本主義経済が成長を続けるものである限り、その枠の中にはめ
こめられている個別企業はそれがいかに独占的であれ、巨大規模のものであろうとも不断に成長す
　　　　　　　　　　（11）べく運命づけられている。」と歴史的・運命論的な答が得られる。また占部都美氏は経営学的立場か
ら「企業は一つの組織ないしシステムとみなすとき、それは生存と成長の自己目的をもつものとい
　　　　　　　　（11）わなくてはならない。」と述ぺている。企業成長が企業の目的である理由は漠然とではあるが両者の
見解で理解できるが、先のペソローズ、ボウルディソグの恒常性維持により明確化できるであろう。
ここで、企業それ自体の目的は何かについて一言触れておく必要があろう。それは企業目的論が経
営学の中心的問題の一つであり、本稿においても企業目的という大前提の上に理論構築がなされて
いるからである。　A・エッツィオニ（A．Etioni）によると、　「企業の目的は、組織が実現しよう
と努める将来の事態を明らかにし、組織の方向を決め、かくして組織活動のための道標を定める。
また目的は、組織の活動そしてじつにその存在そのものを理由づける正当性の一つの根拠ともな
（13）
る。」
　企業理論を考察するときの組織との関連性および必要性についても前記エッツィオニの所論から
う．かがわれる。このことは本稿の問題意識の根源にあるものである。
　企業は物的・社会的・心理的要因それに人間の諸活動がいりくんだ相互関連をもった集合体であ
る。また、マーシャル以降の企業理論において、企業は機械論的有機体ではなく、全人的な、生物
的有機体として把握されうる。企業理論が伝統的企業理論から近代的企業理論へと変化し、そこで
の企業概念が前述したように変容していくとともに、企業を構成している組織もそれに並行して組
織概念は変わってきている。企業は経済的組織として理解したときの組織の一形態であり、非経済
的組織としての宗教集団・慈善集団の形態とは区別された企業（経営）組織として把握される。そ
れゆえ、後述するような組織の成長を吟味するときの組織とは組織体成長のことであり、企業組織
を考えている。非経済的組織としての組織体を意味するものではない。
　組織はそれを社会現象として把握した場合常識的には何らかの目的をもって活動を営んでいる複
数の人間の集合体のことを意味するものと理解できる。企業成長の動態を総合的にとらえようとす
るならば、一方において投資・消費・市場構造などの動きを巨視的に理解するとともに、他方にお
いては企業を構成する組織の行動を微視的にとらえる必要があることはいうまでもない。そうして
両者の相互関連をいかに把握するかという基本的な問題が存在する。
　組織成長を考えるとき、前述のカレツキーの言葉を借りるなら、ラソダム要因の分析にあろう。
すなわち、組織成長といえども経済的法則の支配をまぬがれることはないが、とくにそれは内部構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一225一
造の変動を考慮すべきことに存する。（後述にこの意味で組織成長を組織発展としてとらえる）。ペ
ソローズ流の成長を考えたとき、そこには2つの異った意味があった。一つは質的側面からの成長
であり、いま一つは量的側面からの成長であった。前者の側面からの成長をここでは組織発展、後
者の側面での成長を組織成長とする。W．　H．スターパック（W．　H，　Starbuck）は組織成長を規模
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）の変化、組織発展を組織の年令としている。本稿では量的側面での成長のみを組織成長としている
が、これはすなわち数量化できるものの増大と解し、生産量・販売量の増大をもってこれに当てる。
また、・組織発展を内部構造の前進的変容、または規模の拡大とする。ここにいう規模の拡大とは経
済学で使用する意味での生産規模の拡大ではなく、企業経営の規模の拡大を意味する。ゆえに、ス
ターパックが組織成長を規模の変化としたのは生産の規模を考え、組織発展をその年令としたのは
発展段階のプロセスとして扱ったためであろう。
。　以上、本稿で意図する企業成長は組織成長と組織発展を含めたものである。
3．　パーナード流の組織成長
　本節ではC．，1．パーナードの著「経営者の役割」を中心に、そこで述べられている彼の組織観お
よび組織の成長について検討する。
　バーナ・一一ドの著書が世に公表される以前の組織論なり管理論にはコオポレイティブ・システムの
概念はなく、組織をただ漠然と人間集団と考えていたように思う。彼はこれをはっきりと意図的に
調整された人間活動の結合体と規定し、さらに進めてコオポレイティブ・システムとして心理的・
社会的・物的なものなどを含めて追求し、人間についての根本的な考えというところまで掘り下げ、
初めて経営者（＝executive）の機能を明確にしたものと理解できる。バーナードは組織を現実の
もの、抽象的なものに区別し、特に後者の抽象的概念を以って組織と呼び「組織とは、二人以上の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）人間の意図的に調整された活動や諸力の体系」と定義づけた。この組織とは組織体を分析していく
道具であり、それが分析道具となりうるのは、変数の数が少なく、分析に際しモデルを単純化でき
　　　　　（16）るからである。このような組織観に立ち、バーナードは組織の成長について以下のように説明して
いる。彼はその成長については、単位組織の新しい創造と既存の組織との結合に求めている。なぜ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）この創造や結合が必要かというと、組織は規模に制約があるためであるとみている。このときのバ
ーナードのいう規模の制約は経営規模の制約に相当する。それゆえ彼の組織成長は経営規模の拡大
としてとらえられ・る。さらにパーナードは成長と区別して発生という概念をもちだし、以下のよう
に成長と区別している。「家庭」のような自然的発生やある個人の組織しようとする努力の結果で
きた組織、それに既存の親組織から派生した子組織分裂反逆外力により既存組織から分離したもの
　　　　　　　　　　　　　　　（18）などは成長ではなく、発生であると。
　組織の存続・成長を分析していくためにはパーナード＝サイモソ理論はマーシャルやペソローズ
理論より一歩進んでいると考えることができる。前にも触れたが、ペソP一ズやボゥルディソグが
組織（企業組織）の成長を生物学的類推から恒常性維持論等に求めたが、その論理を十分に展開し
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たのがパーナード＝サイモソの組織均衡論であると解せるからである。ここではパーナード理論に
中心を置いているので、以下その要点のみを述ぺる。
　組織が存続成長していくためには環境の変化に対して全体としての組織を継続的に環境に適応さ
せていくとともに、組織構成員が組織の目的に貢献しうるために十分な誘因を提供しなけれぽなら
ない。前者は組織と環境との均衡関係を、後者は組織と組織構成員との均衡関係を意味する。組織
と環境の均衡、すなわち、対外的均衡は組織の効率　（effectiveness）の原理を生ぜしめ・組織と
組織構成員の均衡、すなわち、対内的均衡は組織の能率（efficiency）の原理を生ぜしめる。パー
ナードのいう組織の効率とは組織目的の達成度合を意味する。換言すれば、組織構成員の貢献によ
ってどれだけ誘因の原資が獲得されたかの度合である。また組織の能率とは組織構成員の個人的満
足の充足の度合を意味し、これは誘因の配分の経済性である。以上のように、組織構成員個人に対
して組織が提供し、配分するところの誘因が各個人の貢献に等しいかあるいは前老が後者より大で
あるときにはじめて組織は存続成長することができるというのがバーナード理論の中心的な理論的
命題である。この誘因と貢献の2つの概念で組織成長は規定されるが、反対に、組織の成長は全体
的組織能率をたかめるともいわれている。たとえば、カトーナ（G・Katona）の経済行動に関する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）心理的分析およびヘソリー（W．Henry）の実態調査の結果、組織構成員の個人的満足は企業の成
功と強力に結びついていると報告されている。さらにこのことから個人的満足はしばしば組織の成
長にとって代わりうるとみている。
4．企業理論における組織成長とパーナード流の組織成長
　第二節・第三節で論述した企業成長・組織成長・組織発展・対外的成長・対内的成長・対外的均
衡・対内的均衡のそれぞれの関係を整理し、図解してから先に進むことにしよう。（第二図を参照）
　はじめパーナードの組織均衡論に批判的検討を試み、そこから発生する問題点を企業理論におけ
る組織成長分析の中でとらえていく。
　バーナードの組織均衡論を企業における組織に適用する場合、営利性・収益性の原則の取り扱い
方が不明確である。企業は生物的有機体であると同時に、財・サービスを提供し、対価として労働
・資金などを受ける有機体でもある。つまり、企業組紘は経営者や投資家とは別の客観的存在をな
し、独自の目的自己存続の原理をもっている。パーナードは経営者や投資家が営利性追求のため、
その手段として企業組織を創造することに対し否定的見解をもっているようである。
　次に組織均衡の原則である誘因とか貢献を計る尺度が不明瞭で、計量化のための客観的尺度がな
い。さらに彼は組織均衡論で、経営者が組織存続の専門的職能の保有者として扱い、経営者の価値
観を強くおし出している。そうだとしたとき、たとえば、かなりの低賃金で働くよう従業員に対す
る動機水準を下げるような説得により、組織の均衡が成立することも可能である。このような縮小
均衡の可能性をももつ説得という方法のあいまいさにいささかの疑問が生じる。また、パーナード
は組織構成員を個人として認識し、集団ということの見解をあまり明確に分析していない。組織に
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⑳点線の関係は現在まだ十分な研究実績を
　みるに至っていない。ここに一：一つの問題
　点があるように考えられる。（私見）
は公式組織の他に非公式組織もあり、そこで集団として行動する場合、個人的動機とは別に集団の
利害や要求、それに価値観に基づいて行動する。したがって、組織構成員は異質的な両側面の行動
パターンをもつ。組織構成員が利害集団として行動した場合、異質的な利害要求の対立矛盾の関係
を組織にもちこんでくる。この不確実性に組織均衡論の限界の一つがあろう。
　さらに、パーナードの理論には経済的要因に関する利害対立関係が捨象されているとみても過言
ではないであろう。よくいわれるようにパーナードの組織論が一般的理論であろうということは、
彼が経済的組織の分析に欠くことができない経済的要因を非常に軽んじ、人間活動の分析に主眼を
おいたためである。このようにいわれる背景には、組織が資本主義的経済条件の枠の中に存すると
いう組織の歴史的理論にとりくむ余裕をもたなかったところにある。
　本稿でとりあげた企業理論における組織論は一般理論に対し、特殊理論といえるものである。第
二図で現わしたように、バーナードの組織成長が企業成長に包括されるのは、企業組織という特殊
理論の中で、パーナード理論を再考したとき取り扱いうると考えたからである。第二図において点
線で表わした部分が実線になりうる程、十分に検討され、分析されるなら、それは企業成長と同レ
ベルで扱える。しかしながら、彼の理論分析においてそこまで見い出すことはできない。
　ここでは、企業理論における組織を特殊理論としての組織（企業組織）として扱い、その成長を
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活動体系の成長拡大と情報体系の成長拡大としてとらえている。
　生産量・販売量の増大は生産者・販売者の供給活動の増大であり、そこには需要活動の増大とし
て製品の存在を知らせるコミュニケーショソの拡大をも伴なう。これは対外的関係における需給相
互関連の拡大である。このようにして数量的増大など生産規模の拡大にともない企業はR・D活動
や販売促進活動の導入を行なう。そしてそのような数量的増大につれ企業の内部構造は直接・間接
の影響を受けて、組織構造・組織行動は変化する。このとき、対内的成長が伴わなければ企業の成
長はバイアスが生じ目的を達成することは不可能となる。組織の質的成長と量的成長との間にはタ
イム・ラグが伴うが、両者の輪が円滑にかみ合わなければ、企業という車は動かないのである。
　この際、企業組織はつねに対外向行動と対内向行動との選択にさらされる。両行動が同時にとれ
ることが最も望ましいであろうが、事実上むつかしいだろう。このとき企業組織は、マクロ経済学
における国民所得の動向、それに伴う需要構造や景気変動による経済の動きなどアグリゲートな要
因などの企業成長の制約要因へも目を開き、その目でミクロ的には市場構造・企業間の競争状況・
価格の問題等を見て、対外向行動をとることが重要である。さらにその目をもって組織はそれらの
関係を検討し、そこに発生している不確実性をも加味しつつ、組織構成員の行動を心理的・社会的
に内部からアプローチし、組織均衡達成を目ざし行動する必要がある。これらは数量的に把握でき
るものでないだけに経営者への期待は大きい。経営者はこれらの諸要因を考慮するときには役割の
ネ。トワ＿久構成員のネ。トワー久活動のネ・トワーク・コミュニケーシ・ソのネ・トワーク
という4つのネットワークの全体像をつかみ、大局的立場から対内向行動を決定することが重要で
ある。企業は役割のシステムであると同時に、それを分担している人間のシステムであり、その人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2o）間によって行なわれる活動と情報のシステムと考えられているから、その成長のための行動にはつ
ねに組織成長とその発展との両側面からの考察追求が必要である。
注（1）企業組織が目標とするものは、従来のような利潤極大化行動ではなく、満足化行動であるとのナ
　　　イモンの見解を、M。サイアート＝J．G．マーチが受け継いだ。彼らは“Organizational　Factors　in
　　　the　Theory　of　Oligopoly”Quartary　Journal　of　Economy　Feb．1956年において、人間の行動を
　　　極大化指向として性格づけることは経験的にも正当性が疑わしく、現実の組織においても極大利潤
　　　を達成することは困難だとしている。
　　（2）Petit，　J．　A．“The　Moral　Crisis　in　Manegement”1967年・土屋守章訳「企業モラルの危機」
　　　154頁。
　　（3）McGuire，　J．　W．・Theories　of　Business　Behavior”1964年PP・19～27久武雅夫監修「企業行
　　　動の理論」5～9頁。
　　（4）Penrose，　E．　T．“The　Theory　of　the　Growth　of　the　Firm”1959年P．1末松玄六監訳「会
　　　社成長の理論」4頁。
　　（5）M・・sh・ll．　A．「経済学原理」第4編8～12章・
　　（6）　Penrose．　op　clt　p．149
　　（7）　ibid　P．3
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